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堀江正彦：知的所有権について－ＵＲｏＴＲＩＰ交渉の現状一
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一ＵＲ・ＴＲＩＰ交渉の現状一
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司会（石原理事）それでは、時間になりまし

たので、第25回談話サロンを開催させていただき

ます。

私、アカデミーの制作委員会のお世話をしてお

ります石原でございます。ひとつよろしく。

本日の話題でございますが、ここに書いてござ

いますように、知的所有権についてということで

す。その下に副題がございますが、ＵＲ(ウルグア

イ・ラウンド）。ＴＲＩＰ交渉の現状ということでご

ざいます。講師をお願いいたしましたのは、外務

省の堀江正彦さんでございます。

最初に、堀江さんの略歴をご紹介したいと思い

ます。

堀江さんは昭和44年に阪大の経済学部を出られ

まして、それからアメリカのチューレイン大学の

経済学部で修士号を取られて、さらに阪大の法学

部を卒業し､そして外務省という方でございます。

48年に外務省に入られまして、まず､ＥＣ関係を担

当された。それから、フランスに２年間留学され

た。そして、昭和51年に在仏日本国大使館に勤務

されました。その当時は貿易担当でございます。

53年から条約局の国際協定課で多数国間の条約を

担当｡５６年から経済協力第一課でＡＳＥＡＮの円借

堀 江 正 彦
『~~~.~.｡~~~…．..~~~~~~~~~~~~~~~.~~ー~~~マー・－~‐~~~~~~‐~~~~‐~ー ‐~~~~~~~~~~~~~~~~~~~’

'１１召和21年７月生まれ
|昭和44年３月大阪大学経済学部卒業

|昭和45年８月米国チユーレイン大学大学院経済学修士’
'昭和48年３月大阪大学法学部卒業

|昭和48年４月外務省入省経済統合課（ＥＣ担当）｜

|昭和49年７月フランス留学（トウルーズ大学）

ＥＮＡ（国家行政学院）研修（パリ）｜

|昭和51年６月在仏日本国大使館商務官(貿易問題担当)｜

|昭和53年４月条約局国際協定課（多数国間条約担当）｜
|昭和56年５月経済協力第一課（対ASEAN円借担｜

当）

|昭和58年８月国際連合事務局勤務（在ニューヨーク、｜

広報担当補佐官）

i昭和61年６月大臣官房会計課首席事務官（外務省予算｜
担当）

Ｉ昭和63年７月大臣官房文化交流部企画官（総理懇談会｜
担当）

|昭和64年８月経済局国際機関第二課長（OECD及びＩ

ＧＡＴＴ・ＵＲ・ＴＲＩＰ担当）

|平成２年８月在デンマーク大使館参事官
:‐‐‐－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－--------‐ー －－－－－－－－‐‐‐‐－．.‐‐‐‐‐‐‐－－－－‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

関係の担当をされました。５８年から3年間ですが、

国際連合の事務局に勤務されました。いわゆる広

報担当の補佐官をしておられました。６１年から大

臣官房の会計課の首席事務官として外務省の予算

を担当。６３年から同じく大臣官房の文化交流部の

企画官ということで、総理懇談会、こういうもの

を担当。６４年の８月から経済局の国際機関第二課

長ということでOECD、ガット、ウルグアイ・ラ

ウンドの、殊にここにございますような知的所有

権の担当をしてこられたわけです。ウルグアイ・

ラウンドでは知的所有権の問題につきまして積極

的にお仕事をされてこられたわけでございます。

特にそこではいわゆる立場としましては、知的所

有権のＴＲＩＰのチーフネゴシエーターの立場を

……。そういうことで、今回、その知的所有権に

ついて現状をお話しいただくということをお願い

したわけです。

なお、ここに前外務省経済局国際機関となって
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おりますのは､８月､今月ですが､もう既にデンマー

ク大'使館の参事官にかわっておられます。近々向

こうへ出かけられる､そういうことでございます。

なお、知的所有権問題は当然のことでございま

すけれども、我が国でも大変大事な問題として認

識されつつあるわけでございます。いわゆる科学

技術の公共の財であると、こういった見方で先進

国間、あるいは途上国との対応ということで、こ

れから非常に大きな問題、国際的に何らかの基本

的な法律をつくらなきゃいかん、そういう状況に

ございますので、アカデミーとしても大変重要な

問題かと思います。

そういうことで、きょう、これから1時間ちょっ

とございますが、堀江さんにお話を伺いたいと思

います｡ご清聴のほどよろしくお願いいたします。

堀江ご紹介にあずかりました堀江でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

本日は日本工学アカデミーというそうそうたる

メンバーが会員になっておられるところでお時間

をちょうだいいたしまして、ウルグアイ･ラウン

ドＴＲＩＰ交渉についてという、知的所有権の問題

につきましてお話しできますことを大変光栄に存

じております。

正直申しまして、きょう来られておられる方々

も、まさに私ども、場合によっては私どもの大臣

も含めて皆様方のご意見をお伺いし､.むしろご指

導を願っているような方々ばかりですので、私自

身、こういうところへ参りまして、お話しするの

は非常に戦々恐々としているわけでございます。

私自身、去年からずっとウルグアイ。ラウンドの

TRIP交渉というところでチーフネゴシエーター、

我が国を‘代表して交渉するということをやってき

た関係で､ＴＲＩＰ交渉の現状というものを皆様方に

きょうお話し申し上げたいと思っております。場

合によってはとんちんかんなことを申し上げるか

とも思いますし、場合によっては間違ったことを

言う場合もあるかとも思いますけれども、ぜひご

容赦していただきたいと思います。

まさに現状は激動の世界情勢ということで、昨

年から東欧情勢、昨今はまさに中東情勢というこ

とで、外務省としても非常にその責任をますます

一層感じるきょうこのごろであるわけでございま

２

すけれども、さはさりながら、経済分野、国際経

済問題の場におきましては、やはりウルグアイ・

ラウンドというのが、今年まさに12月まで続けら

れることになっておりまして、１２月までに決着を

するという意気込みで皆臨んでいるわけでござい

ます。そういう意味では前回のサミットでも、あ

るいはその前に行われましたＯＥＣＤの閣僚理事会

でも各国がまさに現在の経済情勢において一番の

トッププライオリティーというものはウルグアイ・

ラウンドであるということを明確にコミュニケの

中に明記されたということからもおわかりになら

れるように、やはりウルグアイ・ラウンドという

ものが非常に重要な問題である｡その中でＴＲＩＰ交

渉というものがどういう状況にあるのかというこ

とをお話し申し上げたいと思っております。

ちょっと逸れますけれども、今月初めまで先ほ

ど石原先生のほうからご紹介いただきましたよう

に、国際機関第二課長ということでやっておった

わけでございます。外務省にはお聞き及びかとも

思いますけれども、経済局の中に国際機関第二課

があるということは、国際機関第一課があるわけ

でございます。

国際機関第一課というのはガットを担当してお

ります。私が課長を務めておりました国際機関第

二課というのはＯＥＣＤを担当しております｡私、

時々、講演に参りますときに、私は国際機関第二

課長でございますということを申し上げて、第二

課長というと、何となく一人前でないような、ほ

んとうの課長になっていないような印象を与える

かもしれないということで、第二課長というのは

必ずしも第一課長よりも下に置かれているわけで

はありませんという話を時々してきております。

本来、経済局、国際機関課というのがあったわけ

でございますけれども、戦後、1945年、それ以降、

ガットが48年にでき上がったわけでございますけ

れども、ガット発足してから1955年、ほぼ戦後１０

年たちまして､ガットの発足からほぼ7年ぐらいた

ちまして、日本がようやくガットに加盟すること

ができたわけでございます。そのときにまさに国

際機関課というものがガットを担当しておったわ

けでございます。

ＯＥＣＤにつきましては1964年でございます｡1960

〆~）
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年にＯＥＣＤは発足しましたけれども､それから4年

おくれて、1964年に我が国が加盟した。ちょっと

余談になりますけれども、去年はまさにＯＥＣＤに

我が国が加盟して25周年だったわけでございます。

まさに四半世紀を過ぎてしまったわけでございま

す｡各国の大使､常駐代表が24カ国の代表が集まっ

て開いております理事会というものがＯＥＣＤ発足

以来ずっとパリで行われてきたわけでございます

けれども､25周年を記念して第717回の理事会をは

じめて東京で開催するということで、画期的な行

事を取り行うことができました。いずれにしまし

ても、ＯＥＣＤ加盟各国も日本で開くということに

非常に喜んでいただいたという仕事が､私のＯＥＣＤ

を担当する部署に行きまして初めての仕事であっ

たわけでございます。

それから、ガットに加盟しまして、今年は大体

35周年という格好になるわけでございます。した

がいまして、最初、国際機関課というものがあっ

たわけでございますけれども、1964年にＯＥＣＤに

加入することになりまして、やはり一課だけでは

十分仕事がこなし切れないのではないかというこ

とで国際機関課というものを国際機関第一課と第

二課に分け、第一課はガットを担当し、第二課は

OECDを担当するということになったわけでござ

います。

そういうことで､私自身､第二課長としてＯＥＣＤ

を担当したわけでございますけれども、ウルグア

イ・ラウンドというのはそもそもガットでやって

おるわけでございますけれども、ＯＥＣＤを担当し

ております私がなぜガットのウルグアイ・ラウン

ドをやっているんだという、非常にややこしい話

になって恐縮なんですが、それはただいまからご

説明させていただこうと思っておりますウルグア

イ。ラウンドというものが15分野にわたって非常

に幅広く交渉を繰り広げているということとの関

係で、逆に、今度は国際機関第一課だけではウル

グアイ・ラウンド全体を所掌し切れないというこ

とで、ほかの関係課にもそれを振って国際機関第

二課はＴＲＩＰをやってくれというふうな格好で、

経済局関係課、５つか６つぐらいの課になるかと

思いますけれども、五、六課の課長が全員総出で

今ウルグアイ。ラウンドに当たっているというの

が現状でございます。

本日は、ウルグアイ・ラウンドとＴＲＩＰという

ところのご説明を差し上げたいと思いますけれど

も、図１で、これは皆様方はお聞き及びで、耳に

たこができているかもしれませんけれども、ウル

グアイ・ラウンド全体の鳥|倣図といいますか、ど

ういうことをやっているのかという全体像を眺め

ていただきたいと思います。

ここに載っておりますのがウルグアイ・ラウン

ド各交渉分野の概要ということで、我々、６．６．

３といっておりますけれども、最初の６は一番上

の6分野、これはガット体制の強化ということで、

まさにガットの規律、ルールの遵守と強化という

ことで、そこにございますように、アンチダンピ

ング、原産地規則問題、補助金・相殺措置、セー

フガード、紛争処理、ガット条文、ガット機能と、

これがまさに今までのトラディショナルなガット、

かつそのガットの体制を強化していこうというこ

との6分野でございます。２つ目の原産地規則とい

いますのは非関税障壁のほうに入っておりますの

で、ここでは7つになっておりますけれども、実質

的には６分野と。

それから次に、市場アクセスの改善という関係

で､やはり６分野が並んでおります。これが農業、

繊維、関税、非関税措置、熱帯産品と天然資源と

いう格好で、これらの６分野において市場アクセ

スを改善していこうという格好で交渉が繰り広げ

られております。この６の６、この12にプラスし

まして、一番下の新分野というものが３分野ござ

います。これがサービスと、本日お話しさせてい

ただきたいと思っております知的所有権(TRIP)、

最後に貿易関連投資措澗ということでＴＲＩＭｓとい

う格好になっております。

このウルグアイ・ラウンドと申しますのは、皆

様方お聞き及びかと思いますけれども、昔、ケネ

ディ・ラウンドというのもございましたし、その

前にディロン・ラウンドというのもあったり、一

番最近では10年少し前に東京ラウンドというもの

が行われておったわけでございますけれども、今

までに７回のラウンドが行われました。現在はウ

ルグアイ・ラウンドということで、８回目の大き

なラウンドになるわけでございますけれども、こ
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|農業｜

農産物貿易の規律の改善・一脳の自由化

|繊維｜
繊維貿易の自由化､ＭＦＡ(多角的繊維取極)の

|関税｜
高関税の軽減・撤廃

|非関税措置|＊
非関税の削減、撤廃（含原離地規則）

|熱帯産品｜
熱帯産品の関税、非関税隙雛の削減・撤廃

'天然資源｜
林水産物、鉱物等の貿易障壁の削減・撤廃

〃

投資措置の貿易制限的効果の回腿

ｱﾝﾁ･ﾀ゙ﾝビﾝダ|(AD）

濫用防止のため既存の規律の強化。迂回問題への対応

知的所有権関連の貿易歪''１１効果・制限の削減

貿易関連投資（TRIMs)’

溌卿’原産地規則問題（非関税 ＊

原産地規則の恋意的連用防止

補助金･相殺措脳｜
既存のメカニズムのlﾘ]確化と規律の確立

ｾーﾌガード｜

既存のメカニズムの明確化と規律の確立

紛争処理｜
効果的な紛争解決のための手統強化

ｶｯﾄ条文｜
現行ガット条文を兇直し、改稗

ガｯﾄ機能｜
貿易政策レビュー、ガットの意思決定機能の強化、

金融機関との協調強化

ガット体制強化

(ガｯﾄ脈1．ﾙーﾙの齢と強化）

〆･詞

国際

サービス｜

多角的枠組作成、段階的Iflltl化推進

新分野 知的所有権（ＴＲＩＰ）

究極的廃止

図１ウルグァイ・ラウンド各交渉分野の概要

フ
．
ワ
ン
ト
ト

市場アクセス改善

(市場アクセスと個別分野）

〆、‘
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れはウルグアイのプンタ・デル・エステという保

養地で関係各国が集まって、1986年９月にスター

トしたラウンドであるので、最近ずっとウルグア

イ・ラウンド、ＵＲ交渉というふうに言ってきてお

ります。

これはまさに我々感じておるところでございま

すけれども、21.世紀に向けて新たな世界貿易体制

というものが構築できるかどうか、その試金石に

なる、それを占う、このウルグアイ・ラウンドの

成功、不成功というものが２１世紀に向けての世界

の貿易体制と新しい体制というものが構築できる

かどうかということであるという意味で、非常に

重要:視しているものでございます。今までのラウ

ンドとやや違ってきた傾向といいますと、まさに

ウルグアイ・ラウンドの背景として３点ばかり挙

げられるかと思います。

まず１つは、やはり昨今のアメリカの相対的な

経済力の低下といいますか、貿易赤字に象徴され

るような傾向､それからＥＣにおきます構造的な失

業、こういったものがやはり世界貿易において保

護主義的な動きというものにつながってきている

ということが言えるわけです。私ども、灰色措置

というようなことも言っておりますけれども、い

わゆるガットに加盟している国々がガットの条文

上､果たしてほんとうに白であるという格好でやっ

ているのかどうかわからないような状況､しかし、

さはさりながら黒ともなかなか言えないようなも

の、そういうものを我々は灰色措置といっており

ますけれども、そういうふうな格好をも含めて保

護貿易的な動きが出てきた。これではいかんでは

ないかというのが第１点。

それからもう一つは、やはり今までのガットに

おけるラウンドは、関税というものをお互いに引

き下げることによって貿易というものを促進して

いきましょうということが中心だったわけです。

したがって、デイロンにしましても、ケネディに

しましても、そのころのラウンドはお互いにいろ

いろな産品の、うちはこういう産品についての関

税をこれだけ引き下げましょう、おたくはどれだ

け引き下げますかというようなことで、それで出

し合ったものを最終的にはＭＦＮ(最恵国待遇）と

いうことでお互いに均てんして、それによって多

角的交渉において全体としての関税引き下げによ

る貿易の促進というものを目的にしてきたわけで

ございます。

ところが、そういう伝統といいますか、それま

でやってきた交渉と今回の交渉というのはちょっ

と違う。それはどういうことかといいますと、関

税部分ではなくて、非関税障壁、すなわち関税で

はない部分、そういう分野における障壁というも

のをなくしていきましょうという格好で行われて

いるわけでございます。まさに原産地規則にして

もそうでございますし、セーフガードにしてもそ

うでございますし、そのほかいろいろな分野、非

関税関,係の分野についてより力を入れていこうで

はないかということが必要性が関係各国の中で非

常に高まってきたというのが第２の背景かと思い

ます。

それから、３番目の背景といたしましては、今ま

でガットの枠外といいますか､言ってみれば､ガッ

トがあまり触れていなかった分野、これはすなわ

ち先ほど申し上げました新分野と言われておりま

すけれども、サービス、それから知的所有権の問

題、それから貿易関連の投資措置、投資の問題。

サービス、知的所有権、それから投資、こういう

ものはガットが今まであまり触れてきていなかっ

た分野なわけでございます。ガットはあくまでも

物の貿易というところに焦点を当ててきたがため

に、投資とか、金融関係、あるいは知的所有権の

問題､第三次産業､サービスの問題、この辺はガッ

トの枠外、あるいはほとんど触れてこなかった分

野というところでございます。

ところが、この辺の分野の動きというものが最

近になって貿易にも非常に影響してきているとい

う状況が現出してきたわけでございます。その意

味でまさにウルグアイ・ラウンドというものは新

分野というものもガットの対象にしようではない

かということになったわけでございます。

大体以上がウルグアイ。ラウンドの主な背景と

いいますか、そういう格好でウルグアイ．ラウン

ドというものがスタートしたわけでございます。

そこで、新分野でございますけれども、まさに

その中のTRIP､知的所有権というものが脚光を浴

びてきておるわけでございます。１５分野あります
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ウルグアイ・ラウンドの中で我々がよく言ってお

りますけれども、重要なのは何か。すべて重要で

あるというのが答えなんですが､さはさりながら、

中でも農業。我が国としては農業というのは非常

に守勢に立たされているというか、どちらかとい

うと、攻勢ではなく、守勢の防御のほうに回った

意味で非常に重要なものである。

もう一つどこが重要かといいますと、この新分

野でございます。その新分野の中でやはり知的所

有権というものが非常に重要だというのがほかの

サービス､ＴＲＩＭｓとあわせて我々の認識としては

一応一致しているところでございますけれども、

まさにこういう部分についてやっていかなければ

いかん。このＴＲＩＰにつきましては我がほうは農

業と違いまして､攻勢といっていいのではないか。

むしろ、積極的に知的所有権についてのルールを

つくっていこうということで攻勢に立っている分

野であるというふうに言うことができるかと思い

ます。

そもそもこのＴＲＩＰでございますけれども、こ

れは十一、二年前に終わりました東京ラウンドの

ときに、やはりアメリカがそのときには不正商品

についてのニセブランド物、そういうものについ

てのコードをつくろうではないかというふうに頑

張っておったわけでございますけれども、結局、

うまくいかないで頓挫してしまいました。そうい

う生い立ちを持つものでございますけれども、今

回もアメリカが特にイニシアチブをとってといい

ますか､中心になって知的所有権というものをやっ

ていく必要があるという動きがございました。

やはりこの知的所有権というものが非常に重要

になってきたということにつきましては、私から

申し上げるまでもなく、皆様方のほうがよくご存

じかと思いますけれども、やはり世界経済という

ものにおけるグローバリゼーションといっており

ますけれども、やはりグローバリゼーションの動

きが非常に大きくなってきた。まさに企業活動と

いうものが飛躍的に国際化したということが大き

な背景にあると同時に、知的所有権についてはそ

ういう知的所有権の技術開発のコストが非常に高

い、非常に膨大な額がかかる。逆にそれをコピー

しようとすると、非常に安い価格で盗用すること

６

がいとも簡単にできてしまうということで、そう

いう部分の適切な保護というものをやっていかな

いことにはやはり技術開発の促進というものが促

されてこないし、国際的にも国際企業がいろいろ

なところで活動しようというものの足かせになっ

てくるということが大きな原因であるわけでござ

います。

特にアメリカが経済的に相対的に低下してきた

ということもある程度はありまして、アメリカな

んかは一部の試算では200億ドルから1,000億ドル

ぐらいの損失を知的所有権というものの保護が十

分でないがゆえに毎年受けているという試算もあ

るぐらいに200億ドルから1,000億ドルというのは

非常に大きな額であるわけでございますけれども、

その程度の損失を受けているということもありま

して、やはりアメリカがそういうところのルール

づくりというものをやっていかないと、アメリカ

企業にとっても、先進国のほかの企業にとっても

由々しき事態になるということで、このＴＲＩＰ交

渉というのが進められているわけでございます。

それで、そのＴＲＩＰ交渉の中身についてここで

お話し申し上げたいと思いますけれども、次の表

１でございます。知的所有権の対雲象としておりま

すのがどういう分野かということは、皆様方、お

聞き及びかと思いますけれども、ここにあります

ように、８つの分野を対象としております｡この

８つの分野を対象とするということはまさにＴＲＩＰ

交渉というものが非常に間口が広くて、かつ非常

に奥行きも深いということが言えるかと思います。

それで、簡単にご説明申し上げますと、まさに

著作権、コピーライトでございます。それから、

著作隣接権。著作権が小説とか、絵画、楽曲とい

うふうなものを対象としておりますけれども、著

作隣接権というものはピアニストの演奏とか、レ

コードの作成とか、そういうふうなものを対象と

しております。商標、これがトレードマークでご

ざいます。それから意匠（インダストリアルデザ

イン)、それから特許権（パテント)、それから半

導体集積回路配置利用権｡ＩＣチップスの問題でご

ざいます。それから、地理的表示（ジオグラフィ

カルインディケーション）というもの。それから

最後にトレードシークレット。これは最近では財

”季面

へ



(参考）ＴＮＣ’８９．４月合意

表１知的所有権（lntellectualPropertyRights）及び関連国際条約との関係

(○日本加盟、×未加盟）

ゴー
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産的情報といっておりますけれども、この８つの

分野を対象にしております。この８つの分野につ

きましては、その右の柵を見ていただきますと、

国際的にはもう条約ができておるものがほとんど

でございます。著作権ではベルヌ条約というもの

ができておりまして、（67)というのは67カ国が現

時点で加盟しているという数でございます。それ

から、同じく万国著作権条約というものもござい

ます｡著作隣接権ではローマ条約､あるいはレコー

ドについてのジュネーブ条約というものができて

おります。商標につきましてはパリの工業所有権

に関する条約、マドリッドの標章に関する協定が

ございます。意匠権につきましても先ほどのパリ

条約がございますし、特許についてもパリ条約が

基本になっております。プラスアルファ、特許に

つきましては特許協力条約というものがございま

して、我が国も賛成しているわけでございます。

それから、ＩＣチップスにつきましては、昨年ワシ

ントンででき上がりましたのでワシントン条約と

いっておりますけれども、半導体に関する条約と

いうものができております。

右横に×がしてありますけれども、これは我が

国が入っていないものでございます。○は我が国

が入っているものでございます。地理的表示につ

きましてもパリの条約、マドリッド協定、リスボ

ン協定◎トレードシークレットについては国際的

な約束というものはない。まさにここで新しいも

のをつくろうという格好になっているわけでござ

います。

これがＴＲＩＰが対象にしております８つの分野、

かつそれの関係している国際条約というものでご

ざいますけれども、これをご説明申し上げる理由

といいますのは、まさにこのＴＲＩＰ交渉というも

のが既にできている条約を対象にしているという

ところが１つの大きなイシューになっているとい

うことをご説明申し上げたいからでございます。

万国著作権条約はユネスコでできましたけれども、

ほかのものはすべてＷＩＰＯといっておりますけれ

ども、世界知的所有権機構というものがございま

す。これもジュネーブにあるわけでございますけ

権利の種類

１．著・作権

Copyright

2．箸作隣接権

Neighbouringrights

3．商標

Trademarks

4．意匠権

Industrialdesigns

5．特許権

Patents

6．半導体集積回路配置利用椎

Lay-outdesignsofl.Ｃ、

7．地理的表示

Geographicalindications

8．トレード・シークレット

Tradesecrets

具体例

演劇脚本、小説

絵画、楽曲

ピアニストの演奏

レコード製作

"Coca-Cola”

"Kodak”

ウェッジウッド皿

家具のデザイン

トランジスター

その製造方法

半導体チップ

ボルドー産ワイン

化学処方・製造工樫

企業秘密・ノウハウ

関連国際条約（加盟国数）

ベルヌ（著作権）条約（67）

万国著廠作権条約（46）

ローマ（隣接権）条約（33）

ジュネーブ（レコード）条約（42）

パリ（工業所有権）条約（93）

マドリッド（標章）協定（25）

パリ（工業所有権）条約（93）

パリ（工業所有権）条約（93）

特許協力条約（41）

ワシントン（集積回路）条約

パリ（工業所有権）条約（93）

マドリッド（原産地表示）協定（20）

リスボン（原産地名称）協定（13）

○
○

○
○

○
×

○

○
○

×

○
○
×



れども、このＷＩＰＯでできた条約でございます。

したがいまして、既にある条約との関連において

TRIP､ガットにおける新しい協定をつくろうとい

う格好になっておりますので、これは後ほどご説

明申し上げたいと思いますけれども､果たしてガッ

トというものがＷＩＰＯがやっている条約を対象に

してやるのかどうか、一言で言えばそういう部分

について北と南との間で大きな意見の相違がござ

います。その辺のところが、言ってみれば南北問

題というところかと思いますけれども、そういう

基本的な格好になっております。

その下に参考までにＴＮＣ'89.4月合意というふ

うに書いておりますけれども、これはウルグアイ・

ラウンドが始まりまして、知的所有権については

北と南との対立というのがございまして、なかな

か交渉が進展しなかった｡それが89年４月になりま

して､初めて､ＴＮＣといいますのはガットの貿易

交渉委員会で一応の合意ができた。この合意文書

の3.というところに最後の２行が関連する部分で

ございますけれども､｢本分野の交渉結果の国際的

実施をいかなる機構で行うかという問題について

の参加国の見解を害さないことに合意する」とい

う文章になっております｡この文章はまさにＴＲＩＰ

交渉というものの結果がどういう結果であれ、そ

の結果の国際的な実施というものをどういう機関

でどういう機構で行うかということは棚上げにし

ましょうと。これは言葉をかえしますと、ガット

でその実施を行うのか､あるいはＷＩＰＯでその実

施を行うのか、あるいはそのほかでやるのかにつ

いては棚上げにして、一応、交渉には応じましょ

うということで、まさにそれまで南の国々、開発

途上国の国々が反対していたことについて、とに

かく交渉は始めましょう、話し合いは始めて、で

き上がったものを最後にどうするかというのを決

めればいいじゃないですかということでようやく

開発途上国をなだめて交渉に引き込んだというの

が現状でございます。

以上がウルグアイ・ラウンドにおけるＴＲＩＰ交

渉の位置づけ、そのＴＲＩＰ交渉が何を対.象にして

やっているかという位置づけでございますけれど

も、本来の話に戻って蝋知的所有権の貿易関連側

面（TRIP）に関する交渉〃の資料でご説明申し上

８

げたいと思います。

我々ＴＲＩＰといっておりますけれども､このＴＲＩＰ

というのは一体どういうことなのかという、恐縮

ではございますけれども、語句の意味ですが、そ

こに書いてありますように､TradeRelatedaspects

oflntellectualEmpertyrights,includingtrade

incounterfeitgoodsというのが正式な交渉の名

称でございます。これはまさに不正商品の貿易を

含む知的所有権の貿易関連側面に関する交渉と非

常に長たらしい名前でして､これを我々はそのＴＲＩＰ

というのをとってトリップといっておるわけでご

ざいます。

我々､最初は始めたときにトリップというのは、

英語で言いますと、まさに旅行がトリップですし、

マリファナをのんで気持ちよくなるのもトリップ

ですし、フランス語ではちょっと違いますが、Ｅ

が入りますけれども、トリップといいますと、臓

物の煮込みのフランス料理でして、これはフラン

ス料理といっても臓物の煮込みですので非常に安

くできて、まさにフレンチキュイジーヌとはなか

なか言えない代物でして、我々大学で勉強してい

ますときに学食でよく出てきて、においが非常に

きついので閉口したことがありますけれども、こ

のトリップというのはよく言ったものだなと。毎

回毎回ジュネーブに出ていっては月１でトリップ

をして、実際には非常に多くの分野を、細かいこ

とをいろいろやらなきゃいかんというので、英語

にしてもフランス語にしてもそのトリップという

のはよく言ったもんだなんていうことを言ってお

るんですけれども、そういう名前から来ているん

ですが、これはやはり北と南との妥協によってで

きた交渉である。まさにどういう意味かといいま

すと､先ほどの知的所有権を司っているＷＩＰＯと

いうものがあるんですが、ガットというものは貿

易というものを対象としている。したがって、知

的所有権における貿易との関連がある部分、ある

いは貿易歪曲効果というものがある部分について

議論しましょうということで始まっているわけで

ございます。

その最後のところにincludingtradeincounter‐

feitgoodsというのが出てきておりますけれども、

まさに開発途上国というのは不正商品の取り締ま

夕導詞

戸、



ｒ 両

Ｆ刃

りだけで十分である、ほかの分野にまで、著作権

とか、特許とか、トレードシークレットとか、そ

ういうところまで間口を広げて議論する必要はな

いんじゃないかということを言っておるわけでご

ざいます。したがって、彼らはとにかくincluding

tradeincounterfeitgoodsというのを入れろとい

うようなことを言いまして、こういう交渉の名称

ができているということでございます。

TradeRelatedaspects()flntellectualPropertyrights，

includingtradeincounterfeitgoods

１．強調すべきポイント

･知的所有権の侵害は技術革新努力等との関連で正当な貿易を歪曲

･開放的・多角的貿易体制の維持・強化のためＧＡＴＴの枠内での合意が必須

2．主たる争点

（１）交渉結果の実施

ＧＡＴＴ対ＷＩＰＯ（世界知的所有権機関）

（先進国）（途上国）

(2)保護規範（Standard）

（先進国）広範な知的所有権につき、十分な保謹期間等の設定が必要

（途上国）公共の利益、開発の利益等の観点から途上国の特別扱いが必要◎保護期間等については、

各国の裁並に委ねるべき

(3)執行体制（Enforcement）

（先進国）国内における裁判手続や、司法審査の保障が必要

水際における輸入差止め申請権等による実効的規制確保

（途上国）基本的に各国の裁批に委ねるべきもの

水際についても追加的財源、人典を要するものは不可

(4)途上国配慮

（先進国）途上国配慮は経過期間、技術協力で|･分

（途1個）途上国の開発段階、法制度の莞に留惣した特別待遇必要

３．締めくくり

.可能な限り多くの国の参加を得た合意形成が不'1J欠

・１２月末までに交渉の決着が必要

(参考）主要国の交渉に対する態度

（積極的）

先進国

米国ＥＣ日本

スイス

途上国穏健派

香港輔国ＡＳＥＡＮ

墨

(消極的）

強硬派

伯印

エジプト

知的所有権の貿易関連側面（ＴＲｌＰ）に関する交渉
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それで、最初の強調すべきポイントというとこ

ろは、我々の北の論理であるわけでございますけ

れども、まさに日本を含んで我々としましては、

知的所有権の侵害というものが技術革新努力とい

うものを阻害するということとの関連で正当な貿

易というものを侵害するんだ、歪曲するんだ、し

たがって、その保護というものが必要になってく

る。それからまた、開放的多角的貿易体制の維持

強化ということのためには、ガットの枠内で合意

することがまさに２１世紀に向けての貿易体制とい

う意味で非常に重要なんだということを強調して

おるわけでございます。

これは言ってみれば北の論理でございまして、

南の側からすると、まだ自分たちの経済力も十分

についていない、あるいは知的所有権におけるレ

ベルも先進国にはなかなか到達していない、ある

いはそういうものの開発というものがますます時

間を、膨大な額を伴うということとの関連で、そ

ういう部分についてはやはり南としては容易にが

えんじがたいというか、乗つかっていけないとい

う部分があるわけでございます。

主たる争点といいますのは、次に３つ４つばか

り書いておりますけれども、南北問題、南と北の

問題という大きな問題は先ほどご説明いたしまし

た、まさに交渉結果の実施というものをガットで

やっていくのか、ＷＩＰＯでやっていくのかという

ことが大きな争点であるということが言えるかと

思います。開発途上国のほうは、ＷＩＰＯで今まで

つくった国際的な立派な条約がある、これを実施

していけばそれでいいんだというのが一言で言う

と南の論理でございます｡それから､ＴＲＩＰ交渉の

大きな範鴫といたしましては、我々スタンダード

と言っていますけれども、保護規範の問題と、そ

れからエンフォースメントと言っておりますけれ

ども、執行体制の問題という大きな分野に分かれ

ております。

保護規範の問題といいますのは、まさに先ほど

申し上げました特許とか、著作権とか、トレード

シークレットとか、そういうふうなものにつきま

して広範な知的所有権について十分な保護をする

必要があるというのが先進国の議論でございます。

これに対しまして開発途上国の議論としては、知

1０

的所有権をあまりに保護し過ぎるということは、

自分たちの経済発展というものが阻害されるとい

うことで、それについては待つたをかけている。

特に彼らの主張としては、公共の利益、開発の利

益といいますか、彼らの自国の経済発展というも

のが大きな意味から公共の利益、開発の利益とい

うものがあるんだ、そういうふうな部分について

は開発途上国については十分な特別扱いというも

のをしてくれなければ困るということを言ってお

るわけでございます。

それにあわせて保護期間でありますけれども、

例えば著作権でありますと基本的に50年、あるい

は特許権でありますと20年等々ございますけれど

も、保護期間については開発途上国については自

分たちの裁量に任せてほしい、国際的な標準化を

するのではなくて、保護期間については国の開発

度に合わせた保護期間というものを裁埜として決

定できる権利を認めるべきだということを主張し

ております。という意味で、この保護期間につい

ても北と南が真っ向から対立しているというのが

現状でございます。

それから、次にエンフォースメントでございま

すけれども、執行体制といいますのはまさに知的

所有権を侵害されたと思う者がまさにその侵害に

ついて訴える権利、各国の裁判所なり、あるいは

各国の行政機関であり、あるいは税関であったり、

そういうところへ駆け込める権利。駆け込んだ際

の司法審査、あるいは行政的判断、そういうもの

が適正に下される体制というものをこしらえる必

要がある。これに対しましても南のほうはどう言っ

ているかといいますと、やはりその部分について

は各国の裁量にゆだねてください。まさに各国が

持っているそれぞれの司法審査のあり方、行政裁

判のあり方というものは南の国々においては自分

たちは自分たちなりに一生懸命やっているんだ、

それに任せるべきであって、北、先進国がこうい

うものをのめというのはまっぴらごめんだという

ことで、またこれについても反対･しているわけで

ございます。

特に水際の措置というものがニセブランドの商

品、不正商品とか、海賊版とか、そういうものに

ついて問題になってくるわけでございますけれど

＝、１

〆、
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も、これについても北の国々は水際においての輸

入差しとめの申請権、輸入差しとめ権利というも

のを認めるべきであるということを言っているの

に対しまして、南の国々はやはり水際についての

そういう措置をのまなければいけないということ

になると、税関の体制というものを抜本的に改正

する必要がある。まさに税関におきます税官吏、

税関職員、そういうものの養成をしなければいけ

ないし､あるいは人数を増やさなければいけない。

税関というものの数を増やさなければいけない。

そういうふうな予算的措置というものはなかなか

できないということで、これについても追加的財

源、あるいは人員を要するようなものは受け入れ

られないということでがえんじていないわけでご

ざいます。

したがいまして、そういう部分でやはり北と南

というものが大きな以上の3点で全く妥協ができな

いような状況でありながら、今、交渉を続けてお

るわけでございますけれども､1つの対策としては

途上国配慮ということで南に対しては特別待遇を

認めてやろうではないかということで、途上国配

慮として経過期間、あるいは技術協力、そういう

ものを先進国としては南に対して提供いたしましょ

うということを言っておるわけでございます。こ

れに対して開発途上国のほうはそれはそれとして

もより手厚い配慮というものが必要だということ

を主張しております。

前出の資料の一番下につけておりますけれども、

主要国の交渉に対する態度ということで3つぐらい

分けておりまして、積極的な先進国と、右肩に消

極的な強硬派と、間に途上国の穏健派という格好

になっておるわけでございます。先進国としては

アメリカ、ＥＣ、日本、これが中心になっておりま

す。それから、これに書いておりませんけれども、

カナダとか、北欧とか、豪州、ニュージーランド、

スイスも含めて積極的な国でございます。南のほ

うとしては強硬派としてインド、ブラジル、エジ

プト等が非常に強硬派の旗頭ということで頑張っ

ているわけでございますけれども、間に香港、韓

国､ＡＳＥＡＮ､あるいはメキシコというのが穏健派

という格好で真ん中に位価しておるわけでござい

ますけれども、やはり国際交渉全体としましては

この強硬派をいかに抱き込んでいくか、そのため

にはまさに中間にある穏健派というものの抱き込

みを図っていく必要があるというのが現状でござ

います。

これは全体を見ますと、ある意味では経済の開

発状況というものにある程度それを反映した格好

で各国の交渉スタンスができ上がっているという

のが当然と言えば当然でございますけれども、反

映した格好になっておるわけでございます。これ

が現在、まさにＴＲＩＰ交渉において南と北とこれ

からどう収束させていくか。交渉の最後の段階に

至るまでもつれ込む、あるいはその実施というも

のをガットでやるのかどうかということでもつれ

込む状況になる部分かと思います。

以上､ご説明申し上げましたのはまさにＴＲＩＰ交

渉における言ってみれば南北問題という点に焦点

を当ててご説明してきたわけでございますけれど

も、実際のもう一つ大きな問題、もう半面の大き

な問題というのは北北問題があるわけでございま

す。北北問題といいますのはまさに先進国の中に

おいて各国のスタンスが際立っている部分があち

こち多くある。それについて簡単にご説明させて

いただきたいと思います。それの関連資料といい

ますのは表２でございますが､ＴＲＩＰ交渉の内容は

非常にテクニカルな部分がございまして、恐縮で

はございますけれども、一応概要をご説明させて

いただくためにつくらせていただいたのですが、

日本とアメリカとＥＣというものがどういうふうに

違っているのか、北北問題の内容がどういう状況

にあるのかということを説明するための表でござ

います。

まず、著,作権、それから著作隣接権という部分

で大きな問題がございます。

その辺のところをかいつまんでご説明申し上げ

たいと思いますけれども、著作権の部分につきま

しては、ベルヌ条約というのが基本的にございま

して、それでは基本的に著作者の死後50年までと

いう格好での保護が国際条約で認められているわ

けでございまして、これについては各国とも基本

的には問題がないという格好になっておるんです

が、その下にございます著作者人格権の保護とい

うものがございます。

EAJInformationNo､16／1990年12月Ｉ』



表２ＴＲＩＰ交渉における日。米・ＥＣの基本的立場（スタンダード）

著作権

著作隣接権

商標

意匠権

レコード製

放送事業者

実演家

作者

先使用要件の禁止

サービスマーク

特許権先発明／先願主義

保護機関

強制実施権

医薬品特許

動植物品種特許

半導体集積回路配置利用

権

地理的表示

財産的情報

日本

○（ベルヌ条約、５０年）

○（著作者人格権,保護）

十ａ（貸与;権＊）

○（コンピュータープロ

グラム保護、,保護範囲

に一定の制限（特例）

明記）

○（ローマ条約）

＋ａ（貸与権＊）

＋ａ（･保護期間50年支持）

○（最低10年、更新可）

○（禁止）

○

(最低10年）

(20年）

(発動事由・限定的）

公共の利益（国家の安全、

国民全般の生命身体の重

大な危機)、不実施・不十

分実施、利用関係特許

○

○（華府条約の書き直し）

８年･最低10年､善意の権

利侵害者による補償､組み

込んだ製品の扱い

△（マドリッド協定の保

護）

この人格権というのは、ご存じかと思いますけ

れども、簡単に言いますと、映画の監督、作成者

とか、あるいはテレビの番組の作成者とか、そう

いうふうなものが一番わかりやすいかと思います

1２

米国

○（最低50年）

×

○（コンピュータープロ

グラム保護、特例設け

ず）

○（レコード製作者は箸

作権で保護、５０年）

×（放送事業者､実演家を

保護対象とせず）

○（最『低10年、更新可）

×（禁止に反対）

○

(最低10年）

×（規定に反対･）

(最低20年）

(発動事由｡,極めて限定的）

国家危機､反トラスト法違

反、政府目的の為の使用

○

○（動植物品種も特許対

象）

○（独自の規定）

８年･鹸低10年､善意の権

利侵害者による補償､強制

実施権（特許同様の要件）

△（消極的）

○（重要視）

ＥＣ

○（ベルヌ条約、５０年）

○（著作者人格権'保誰）

＋ａ（貸与権＊）

○（コンピュータープロ

グラム･保護、特例設け

ず）

○（ローマ条約と同等の

保護）

-ｌ－ａ（貸与権＊）

-l-a（‘保謹期間50年／2５

年以上）

○（一般に競低10年､更新

可）

○（禁止）

○

(妓低10年、５年十更新）

○（先願主義）

(最低20年）

(発効事由を特定しない）

(その代わりに発効の条件

を規定）

○

△（動植物品種を特許対

象から除外することを

許容）

○（華府条約）

＋ａ（最低10年）

＋ａ（強制実施権限定）

＋ａ（善意者）

○（重要視）

△

けれども、ある監督が、例えば『カサブランカ』

というものをつくったという場合に、ご存じのよ

うに、白黒で映画ができておるわけでございます

けれども、ウッディ・アレンなんかそうですけれ

~訂§

毎国、
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ども、ときどき窓意的に白黒の映画をつくる。そ

れをどこかの国に行ったら、アメリカなんかよく

やっているわけでございますけれども、’色つきに

して、天然カラーにしてそれで放映するというこ

とをやってみたり、あるいは映画がシネマスコー

プでつくった映画をテレビで放映するというとき

に、そのままシネマスコープでやろうとするとテ

レビの画面にうまく合わないので、結局、間をト

リミングして、端を切ってテレビの画面にぴった

りするような格好にして放映するというようなこ

とがございますけれども、これは著作者の人格権

というものを傷つけている。まさに、ウッディ・

アレンがつくった映画は白黒の映画は白黒でなけ

ればいけないわけでして、彼としては白黒の映画

で皆さんに見ていただいて;初めてその映画のほん

とうの味がわかるというものが色つきになってし

まうと、そのイメージが壊されてしまう。あるい

はシネマスコープでつくったものが、どこも切ら

ずにそのままの格好で放映されなければいけない

のが、端っこのところがトリムされてしまったが

ゆえにその映画の持つ価値というものが恨なわれ

てしまう。これもいかんという、そういうものが

著'作者の人格権と言っておりますけれども、それ

についてはアメリカはこれは認められないという

ことでございます｡これに対して'二|本とＥＣはこれ

は認めなければいかんということで頑張っておる

わけでございます。

これはアメリカにはアメリカの圏内情勢という

ものがあって、やはりそういう著作者の人格権と

いうものを守るための法制を持っていないわけで

ございます。したがって、アメリカは反対してい

る。

それから、次にございますけれども、貸与権に

ついても著作者隣接権もあわせて、いわゆるレン

タル権といっておりますけれども、これについて

許諾権のみでいいのか、あるいは貸与権という格

好で報酬請求権だけでいいのかというふうな部分

について日本とアメリカ､ＥＣについてややスタン

スの差がある。

それから､次に大きな問題としましてはコンピュー

タプログラムというものが焦点になっておりまし

て、コンピュータプログラムにつきましてはベル

ヌ条約というものができたときには想定されなかっ

たというか、そのときには存在していなかったも

のなわけでございます。その後の技術開発により

ましてコンピュータというものができ、コンピュー

タプログラムというものができてきたわけでござ

いまして、それではそれを果たしてどういう分野

として取り扱うべきだという議論が行われてまい

りました。これにつきましてはコンピュータプロ

グラムはやはり著作物としてリテラリーワークと

して扱おうじゃないかということが今大体のコン

センサスとしてできております。我が国でもそう

いう意味で、そのベルヌ条約でコンピュータプロ

グラムについては十分対応ができるという解釈に

基づきまして、著作権を改正して著作権でもって

それについて対処しているわけでございますけれ

ども、コンピュータプログラムというものがいわ

ゆる小説とか、作曲しました楽曲とかいうものと

蕊本的にといいますか、やや性格を異にしている

がゆえに難しい問題が周辺部分で起こってきてい

る。

その１つとしては、果たしてコンピュータプロ

グラムというものを構成する全体を著作権の保護

の対象にしていいのかどうか。逆に言いますと、

コンピュータプログラムのLlJでコンピュータ言語、

それから規約、それから、アルゴリズムといって

おりますけれども、解法。このコンピュータラン

ケージとルールとアルゴリズムのこういう分野ま

で果たして対象としていいのかどうかということ

が大きな焦点になっております。これは逆に言い

ますと、著作権というものは表現（エクスプレッ

ション）を保護するものであって、アイデア（思

想）というものを保護の対･象にするべきものでは

ない。これはだれも反対｡できない一応の著作;権に

ついての確立した考え方になっております。した

がって、例えば数学の公式とか､物理の公式とか、

あるいは連立方程式とか、そういうふうなものに

ついては人類のみんなの共通の財産としてアイデ

アというようなものについてはそういうものにつ

いてまで‘保護の対象にはしないようにしましょう

ということになっているわけです。

したがって、コンピュータプログラムの中にあ

りますいわゆるＣＯＢＯＬとか、ＦＯＲＴＲＡＮとか、

ＥＡＪＩｎｆ()rmationNo､16／199()年12月１３



こういう言語、それからそういうものを指令する

一つの規約、それから指揮系統に入りますアルゴ

リズムというものはみんなが共有していくべきも

のだということを我が国は主張してきているわけ

でございます。これに対してアメリカは必ずしも

我々の主張をそのまま受け入れておりませんで、

アメリカはあくまでも表現と思想、エクスプレッ

ションとアイデアということでいいではないか。

まさにエクスプレッションを保護の対象にし、ア

イデアは対象にしないということですべて御し得

ると言っておって、明示にアルゴリズムなりルー

ルなりというものを規定の中に入れて、それを保

護の対･象から外すということについては反対.だと

いうことを言っておるわけでございます。

この辺は非常にデリケートな話で、アメリカの

国内企業、Ｒ本の国内関連企業、あるいは欧州の

関連企業等々も背後にあって、やはりその辺のと

ころをどこまで制限ができるのかということが1つ

の大きな問題になっているところでございます。

コンピュータプログラムにつきましてはほんと

うに著作物だということであれば、著作者の死後

50年までということになるわけでございますけれ

ども、そこはそれほどまでに長い保護期間という

ものを与える必要はないのではなかろうか、でき

上がってから50年でいいのではなかろうかという

ふうな議論も行われております。

それから、著作隣接権のほうでございますけれ

ども、これはまさにアメリカと日本とＥＣの欄がず

れ込んでおりますように、おわかりになるかと思

いますけれども、基本的にアメリカには著作隣接

;権というものが存在しないという法制になってお

ります｡日本とＥＣというのは著作隣接権というも

のが存在するという格好になっておりまして、ネ

イバリングライツというのはまさに何にネイバー

するかというと、著作権にネイパーするものでご

ざいまして､でき上がった音楽を固定化してレコー

ドにするという制作者の権利、あるいはその音楽

を演奏する者の権利ということになるわけでござ

います。そういう部分については、日本とＥＣは、

そこに書いておりますように、ローマ条約を基本

にして比較的似通ったスタンスでございますけれ

ども、アメリカは国内法制としてレコードの制作

/４

者は著,作権で保護しております。したがって、そ

れについては受け入れる。しかしながら、放送事

業者(ブロードキャスター)実演家(パフォーマー）

そういうものについては保護対象としない。これ

は先ほど申し上げましたように、アメリカの国内

においてはこういうブロードキャスティングコー

ポレーションズとか、あるいはパフォーマーズに

ついては組合が強く、基本的に契約に基づいて権

利の保護を図れば足りる、余計な国際的規律は不

必要である、との立場をとっているわけでござい

ますけれども、それについては我がほうとしては

それはおかしいではないか。やはりＴＲＩＰという

ものが貿易に関連性を有する隣接権を包括的にカ

バーする必要があるということで言っておるわけ

でございます。

それに対してアメリカは今度は逆に我がほうを

責めてきておりまして、レンタル権あるいはレン

タル許諾権というふうなものについて我がほうの

制度がそもそも外国レコードにレンタル権を認め

ない、またその他の保護についても必ずしも内国

民待遇が十分でない、あるいは保護年数というも

のが短いというふうなことで、５０年にしようでは

ないかということを言ってきておりまして、我が

ほうも文化庁が中心になりまして努力して、ほぼ

これらの提案を支持できるというような方向でやっ

ております。

これがスタンダードにおける大きな第1番目のス

タンスの違いの存在する分野ということが言える

かと思います。

商標と意匠権については部分的にはスタンスの

違う部分というのはございますけれども、それほ

ど著作権等に比べますと大きな差はないというこ

とが言えるかと思います。

次に、もう一つの大きな部分といいますのは特

許権の部分でございます。この特許につきまして

は非常に大きな問題がありますのが、そこにあり

ますように、最初の先発明主義と先願主義の問題

ということで、これは皆様方ご存じのように、ア

メリカが先発明主義というものを建国以来ずっと

とってきておりこれをキープしたいというような

ことを思っておりますが、それに対してＥＣ、ある

いはほかの先進国は先願主義というものでやって

屋一調
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いかなきゃいかん。我が国も先願主義でやってき

ておるわけでございますけれども、ということで、

対立しております。

それから保護期間。保護の年数としては大'体少

なくとも20年というのが日米ＥＣ間ではまとまりつ

つありますが全体としては種々意見があります。

もう一つ大きな部分といいますのは、強制実施

;権の問題でございますけれども、これはコンパル

ソリーライセンシングといっておりますけれども、

強制実施権の範囲をどこまで絞り込むかというこ

とで、日米ＥＣ、あるいはスイスとか、ほかの国々

との間で議論が展開しております。それで、強制

実施権というのは、例えば日本の場合、見ていた

だきますとわかりますように、公共の利益、それ

も国家の安全とか、国民全般の身体生命の重大な

危機、という限定された状況のときには、他人の

発明に属する特許であっても、国が強制的ライセ

ンスを許可する権利を留保できるというものでご

ざいます。もちろんそのためにはしかるべき代償

を払いますということはあるわけでございますけ

れども、そういう特別の特定の特許というものを

国が強制的に使用できる権利というものを留保し

ておこうというものでございます。

これにつきましては、例えばアメリカの場合に

は国家危機、国家存亡の時期、あるいは反トラス

ト法の違反の場合、あるいは政府目的のための使

用というものに限るべきであるということを主張

していますが、これはこれで我が岡の'二|からすれ

ば広げ過ぎだという風に意見を闘わせているとこ

ろです。

ＥＣの主張はむしろ妥協案として､発動事由は特

定しないけれども、発動の条件を規定していこう

ではないかということで対･処しようと提案してい

るわけです。

そのほかの問題といたしましては、先ほど申し

上げました医薬品の特許の問題と植物の品種の特

許というものが問題になっております。この植物

の品種特許につきましてはＵＰＯＶ条約というのが

ありまして、植物新品種条約というのがあるわけ

でございますけれども、それとの関係もあって、

果たしてＴＲＩＰ合意で植物品種を特許対象に含む

べきかどうかということについて、各国とも、ア

メリカは当然入れるべきだと言っているわけでご

ざいますけれども、ＥＣはどちらかというと、国内

的にも積極派と消極派がありまして、なかなか結

論が出ない。我が国も農水省、通産省等種々の立

場が関係し、その辺での仕分けの問題、あるいは

ＵＰＯＶ条約とＴＲＩＰ合意とどう実施段階において

仕分けしていったらいいのかというところで難し

い問題がありまして、どちらかというと、これは

問題として左程表面化はしておりませんけれども、

昨今のバイオの関係の発明の目ざましさとの関連

でＴＲＩＰの中で植物品種の扱いをどうするのかが

ある意味で一つの大きな問題になる部分かと思い

ます。

これが最初の著作権、著作隣接権と並んで大き

な問題、特許権の問題が大きな問題になるという

ことでございます。

それから、競後に、半導‘体の集積回路の配置利

用権、これはワシントン条約というものができた

わけでございますけれども、冒頭に申し上げまし

たように、日本というのは参加していないわけで

ございます｡アメリカも参加していないわけです。

これはなぜ参加していないかといいますと、ワシ

ントン条約をつくりましたときに、我がほうもア

メリカもそれができるに当たっては、そこに書い

てございますけれども、保護期間は少なくとも１０

年とするべきである。あるいは、善意の権利侵害

者による補償というものも認めなければいけない。

善意の権利侵害者といいますか、例えばテレビを

輸入した際にテレビの中に使ってあるＩＣチップス

というものが盗用品であった、ニセ物であった、

あるいはまがい品であったということを知らずに

輸入した場合にテレビ全体を送り返すなり差しと

めるなりということは問題ではなかろうかという

ふうな意味で、善意で権利を実質的に侵害してし

まったような場合には代わりにそれに対しては適

正な補償というものがしてしかるべきであるとい

うふうなことを言っておったわけでございますし、

まさに組み込んだ製品の扱いについて主張しておっ

たわけです。アメリカもほぼ同様の話、あるいは

強制実施権の話というものを盛り込むべきだとい

うことを言っておったわけでございますけれども、

それに対して特に開発途上国の側からワシントン
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条約の交渉過程においてそこまで‘保護を手厚くす

るというのは問題だということで､開発途上国の、

言ってみれば、多数決といいますか、最終的には

そういうアメリカとか日本が主張していたことが

受け入れられませんで､‘保護期間については8年に

なってしまった。あるいは善意の権利侵害者によ

る補償というものも、そういう規定というものは

設けられなかったということで、アメリカ、日本

はその採択に賛成しなかった経緯がございます。

そういう関係がございまして、まさにそういう

部分をＴＲＩＰ交渉でもってやろうということで日

米共同歩調をとりながら進めているというのが現

状でございます。

これに対してＥＣのほうはまだワシントン条約の

採択のときには賛成はしておったんですが、条約

の署名までには行っておりません。そういうこと

もありまして、どちらつかずの態度だったんです

けれども、最近になって、ワシントン条約をベー

スにしながら期間については日米の主張する１０年、

強制実施権も限定的に認めよう、それから善意者

についても認めようということで、どちらかとい

うと、「|米に近いスタンスに変わったということ

で、この部分については大体、先進国の側が共同

歩調がとれる部分かなという感じになっておりま

す。

最後に、地理的表示と財産的情報でございます

けれども、地理的表示の部分につきましては、日

本はマドリッド協定に基づく．保護ということをべー

スにやっていきましょう。アメリカも消極的なん

ですけれども、これはワインの産地でありますフ

ランスが非常に強硬にこの部分がなければＴＲＩＰ交

渉は何も意味がないと言っておりまして､ＥＣが強

硬にこれを重要視しているという格好になってお

ります。

最後の財産的情報でございますけれども、これ

はいわゆるトレードシークレットと呼ばれるもの

を含むものでございまして、アメリカが非常に重

要視しておって、こういう部分というものをどう

してもＴＲＩＰで成果を上げたい。これに対して我

がほうもつい最近でございますけれども、通産省

のほうで不正競争防止法というものを改正して、

営業秘密に係る不正行為の差しとめ請求権を認め

/６

られるような法改正がついせんだってでき上がっ

たところでございます。我が国としての国内法制

というものがようやくでき上がった状況になった

ということで､ＴＲＩＰ交渉においても実質的にこれ

を対象としていける土壌ができた、ベースができ

たという状況でございまして、横棒を引いており

ますのは、まだ我がほうとしてはその辺の部分に

ついて正式な提案をしていないという状況でござ

います。

以上、大体、長々と大変恐縮でございますけれ

ども、説明させていただいたのが、最後の部分が

北北問題といいますか、先進国における交渉スタ

ンスの差異という部分でございます。南北問題と

北北問題ということで申し上げましたけれども、

ご存じのように、もう一つの、問題というほどで

もございませんけれども、国内問題というのがご

ざいまして、我がほうとしては著作権というのは

文化庁が取り仕切っておりますし、著作隣接権、

これも文化庁。商標、意匠、特許権はご存じのよ

うに特許庁。それから、ＩＣチップスにつきまして

は通産省。その上の植物品種特許については、申

し上げましたように農水省がやっております。そ

れから、地理的表示につきましては通産省、公正

取引委員会が中心になってやっております。財産

的情報も通産省が中心でございまして、公正取引

委員会も不正競争防止法の関係で関係してくるわ

けでございます。まさに６つ７つ８ぐらいの関係

省庁がそれぞれの分野というものを国内的に取り

仕切っておるわけでございまして、外務省という

ものが外交交渉の一環としてウルグアイ・ラウン

ドの重要な部分としてＴＲＩＰ交渉というものを行っ

ているわけでございますけれども、各省の思惑も

部分的には違うこともございますし、あるいは共

通で一丸となって闘える部分もございますし、そ

ういうところを外務省が信越ではございますけれ

ども、国益を担った形で調整役として国内調整を

やらせていただくとともに、ジュネーブの交渉の

場で日本政府を代表させていただいて､交渉をやっ

ていっているというのが現状でございます。

冒頭申し上げましたように、農業はどちらかと

いうと、守勢なんですけれども、知的所有権の部

分というのはやはり攻勢といいますか、積極的に

律罰、
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我がほうがやっていける部分だということでは関

係省庁、多うはございますけれども、基本的には

同じ方向でお互いに協議しながら、時にはけんか

もしながら、一丸となってやっているというのが

現状でございます。

以上が雑駁ではございましたけれども、大'体の

ＴＲＩＰ交渉の現状ということでございます。

最後にチーフネゴシエーターということで先進

国の非公式協議の議長等も務めさせていただいた

経験があるわけでございますけれども､それをずっ

とやってこさせていただきまして、総括的な印象

といいますか、やはり口はばつたいようで借越で

ございますけれども、日本の国力が飛躍的に増大

した、経済的に見て、まさにガットであれ、私自

身が所掌しておりますＯＥＣＤというところにおけ

る各種交渉、委員会、理事会等々あるわけでござ

いますけれども、日本の発言権というものが非常

に大きくなったということを私自身、非常に痛感

しておる次第でございます。これはやはりアメリ

カ、ＥＣ、世界的な‘情勢もさることながら、日本の

経済力というものが非常に大きくなったというこ

とが背後にあるわけでございますけれども、やは

り戦後復興期を経て､冒頭申し上げたように､ガッ

ト、ＯＥＣＤにほかの国々におくれて、いわば後発

組として我々が参加したわけでございますけれど

も、それから四半世紀、あるいは35年、４０年過ぎ

まして､今までは先進国が敷いたレールの上を突っ

走って、追いつき追い越せでやってきていればよ

かったというのがだんだんそういう状況ではなく

なってしまった、いつの間にかある部分ではほか

の国を追い越してしまって、まさに我が国が積極

的にルールづくりをやっていかなければいけない

という状況になっていたということと､まさにＴＲＩＰ

交渉なんか何度も申し上げておりますけれども、

我が国からいろいろな格好での提案もでき、ある

いはアメリカの国内法制が整っていないからといっ

てそこを排除する、あるいは除外するというのは

おかしいじゃないかというふうなことも、言って

みれば面と向かって向こうも我々を追及してきま

すし、我々も向こうを攻撃しますしというふうな

意味で、やはり発言力というのがそれなりに大き

くなってきているなということを非常に痛感する

とともに、やはり日本というのがＴＲＩＰ交渉、ウ

ルグアイ・ラウンド交渉のみではございませんけ

れども、いろいろな分野で砿極的にイニシアチブ

をとっていかなければいけないな、我々の責任と

いうものもますます重要になってきたんだという

ことを痛感しながら、いろいろな交渉に当たらせ

ていただいたわけでございます。

以上、とりとめのない説明になりましたけれど

も、お時間もちょっとオーバーしてしまったかも

しれませんけれども､ＴＲＩＰ交渉の現状ということ

で今後残された９，１０，１１、１２月の上旬にブラッセ

ル会合というところで最終的に手を打とうという

スケジュールになっておりまして、わずか３カ月

の間に解決しなければならない問題が非常にある

という状況で、どういう戦法でどういう戦略で今

後当たっていったらいいのかということを夏の暑

い盛りにも関係者の中でずっとやっておるという

現状でございます。

以上、大変借越でございましたけれども、ご説

明にかえさせていただきたいと思います。どうも

ありがとうございました◎

司会どうもありがとうございました。知的所

有権に関連する幅広い、特にＴＲＩＰ交渉に関連し

て、南北、あるいは先進国間の問題と現状のご説

明､さらに今後に対する展望をお話しいただいて、

私ども大変勉強になりました。どうもありがとう

ございました。（食事休憩）

司会それでは、ただいまから質疑応答の時間

にさせていただきます。どなたからでも結構でご

ざいますから……。

質問特許権に関することですね。実際にビジ

ネスをする場合には特許に関係するロイヤルティ

というのを払わなきゃいけないんですけど、二、

三年前に半導体に関係して'二|米の間でアメリカの

会社が今までのロイヤルテイを急に非常に高くし

たとかという問題がありましたね。そういうこと

とか、先ほどの強制実施権というのに関係して、

例えば国際会議の場でこういうのをスタンダード

にしようと言ったものが、後からそれは特許があ

るということがわかりまして、特許だからロイヤ

ルティを払わなきゃいけないんですけど、それを

今のような剛際的にスタンダードにしたものに関
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しては、ほんとうはもう少しロイヤルティを安く

してほしいというようなことが、そういう問題が

実際の場合のビジネスだといろいろあるんですけ

ど、そういうようなことに関係した議論。

もう一つは、原則じゃなくて、実際の話になり

ますので、ビジネスに非常に近い話になるんです

けど、なるべくロイヤルティというのは安くして

広く使わせるとか、そういう議論はあんまりない

んでしょうか。

堀江実際の特許権についてはロイヤルテイの

問題そのものをどうあるべきかという部分につい

ての議論というのはそれほどはやっていません。

そこはやはりロイヤルティのレベルについては｢経

済的価値に見合う」とか｢合理的」「公正な」といっ

た原則的なルールのみを確立した上で、具体的額

については民間というか、それぞれの契約に任せ

ようではないかということかと思います。

ただ、例えば先ほど申し上げていた著作隣接権

の関係なんかでは許諾権のみでいいのか－貸与権

の話なんですけれども､貸与権というのは許諾権、

あるいは報酬請求権というのがある。これについ

てはアメリカは許諾権だけを50年なら50年認めれ

ばいいじゃないか。それは逆に言うと、許諾の権

利を持つ人の権利を非常に保護を厚くする方向な

わけです。それに対･して必ずしも許諾権を50年に

するのではなくて、例えば日本なんかは許諾権は

1年にして､あと29年は報酬請求権でやりましょう。

したがって、何を申し上げようとしているかとい

うと、許諾権については1年で終わり。その後は報

酬請求権であるから、許諾する権利というものは

なくなってしまっていて、それをレンタルしては

いかんよという権利は１年過ぎるとなくなる。た

だ、使う場合には報酬をください、ロイヤルティ

を払ってくださいということの権利は認めましょ

う｡それで１プラス29で30年という格好で現行なっ

ているわけでございますけれども、まさに許諾権

を何年間にするのかという議論はやっておるんで

すが、それでは報酬請求権の部分をどのぐらいの

レベルにしなければいけないのか､あるいはＴＲＩＰ

交渉で対象となった部分については比較的安くす

るとか、安くしないとかという部分というのは交

渉の対･象にはなっていないというのが現状でござ

1８

います。

質問要するに、ロイヤルテイみたいなものは

当輔者側士でネゴシエーションして決めるべきで、

原則としてなるべく低くしたほうがいいとか、そ

ういう議論はないんですね。

堀江ないと思います。ただ、州１１にちょっと

見てみなければいけませんけれど、適正なロイヤ

ルティであるべきだというのが、そういうふうに

読み得る部分があったかどうかというのはちょっ

とうろ覚えで確認する必要がありますけれども、

ご質問にあるような格好での交渉というのはやっ

ておりません。

質問もう東西というのはなくなったように思

いますけれど、多分、ソ連及び東欧その他はあん

まり加わっていないのだろうと思います｡国によっ

ては特許問題がはっきりしないような国もありま

すけれども、そういうところに対しては現在どの

ように関連しておられるでしょうか。

堀江東欧諸国の話なんですが、実はご案内の

ように、ソ連等入っておりませんで、どうするか

という話はあるんですが､それは知的所有権､ＴＲＩＰ

交渉のみならず、ガット自体についての問題とし

てあるわけでございます。ソ連は今年になってオ

ブザーバーの参加申請をしてきておりまして、そ

ういう意味では条件づきでオーケーするのかどう

かとかという議論が実際に行われております。

ただ､そのほかの国々、例えばハンガリー、チェ

コ、ポーランド、ルーマニア、ユーゴ、この辺の

国々はガットの締約国で参加国でございます。ブ

ルガリアが加盟申請をしておりまして、ブルガリ

アがまだ入っていない。それから、ソ連につきま

しては、先ほど申し上げましたように、オブザー

バーとしての参加を申請してきているということ

でございます。

それがガットの加盟国の現状なんですが、ガッ

トの加盟国とウルグアイ・ラウンドの交渉の参加

|･'１というのがまたちょっと違っておりまして、必

ずしも全部がオーバーラップしていないんですが、

少なくとも先ほど申し上げたハンガリー､チェコ、

ポーランド、ルーマニア、ユーゴ、これはウルグ

アイ・ラウンドに参加しております。したがって、

これらの国々はガットの加盟陸lでもあり、参加国

一罰
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でもある。したがって、これらの国々の立場とい

うものもいろいろ出てくるんですが､特にＴＲＩＰ交

渉においては、どちらかというと、ハンガリー、

それから少しだけですけれども、ユーゴぐらいで

すか、この辺のところが結構発言もしておりまし

て、ハンガリーなんかは東欧諸国を代表している

わけでもないんですが、東欧諸国の経済開発のレ

ベルというのがおくれているということとの関係

で、ユーゴの提案は2000年提案だったでしたか、

2001年だったか、ちょっと記憶が弱いもので忘れ

ちゃったんですが、たしか2000年提案だったです

か。要するに、紀元2000年までは例外にしてくれ、

それまでに自分たちの国内の知的所有権について

の国内法制を整えるという格好で開発途上国に対

する特別規定というのを入れたらどうかというの

を提案してきているわけです。

したがって、今、いろいろ議論しておりますの

は、経過措置というものを先進｢}§|としては認めよ

う、これはコンセンサスがあるんですが、それで

は経過措潤の期間というのを大体どれぐらい考え

たらいいのかという議論がございまして、普通、

こういう国際協定をつくるときの経過期間という

のは言ってみれば、いろいろあるんですが、２年と

か、３年とか、長くても５年ぐらい。３年ぐらいの

感じが適当なのではないかというのが一般なんで

すけれども、こと知的所有権についてはほんとう

に二、三年でいいのかどうかというのは極めて疑

問な分野でございまして、やはりこれらの国々の

経済レベルというのは知的所有権分野である域に

達する、あるいはそれのための国内法制をつくる

というのについてはやはり２けたの期間が必要かも

しれない、いや、必要なんだという議論もあって、

ハンガリーが提案しました2000年提案というのも、

90年に成立するとすると、１０年間ということなわ

けで、最低10年ぐらいは必要なんだよというのが

当たらずとも遠からずというか、やはり現状に近

いのではないか。もちろん、香港とか、韓国とか、

そういう国々よりももっと早く先進国のレベルに

到達できる国もございますけれども、一般的に言

いますと、おしなべてそういう期間というのは非

常に長い。

東欧諸国が去年からのああいう非常に激動する

状況にあって、今後どうなるかというのは非常に

見通しが難しいんですけれども､少なくともＴＲＩＰ

交渉においてはやはり彼らとしては開発途上国と

は別のステータスの国ではあるけれども何らかの

特別待遇というのを認めてほしいと。彼らがやは

り一応、計画経済から市場経済というものに転換

するということをこれからやっていかなければい

かんという状況であれば、ますます特別待遇とい

うものを与えてほしいというのが彼らの考え方で

はないかなというふうに思います。

したがって、そういう要求を勘案しながらどの

程度の経過措置、どの程度の特別の配慮というも

のを認めていくかということになるかと思います。

質問２点ございまして、１つは、先ほど先生が

おっしゃいましたように､ＴＲＩＰ交渉といいますの

は2'世紀に向けての新たな貿易体制の構築ができ

るかどうかというお話でございましたが、あとほ

んとうに数カ月しかないわけでございますね。そ

の辺について見通しはいかがなものでしょうかと

いうことと、それに対してもしうまくいかなかっ

た場合に次の手をどう考えるんでしょうかという

のが第１の質問でございます。

第２の質問は､先ほど先生がおっしゃいましたよ

うに、ルールづくりという面で日本がイニシアチ

ブをとっていかなきゃならない時代になったわけ

でございますけども、そういうことを考えますと

きに、日本の教育、人材を配置させる体制という

ようなもの等を考えましたときに､どうなんでしょ

うか。今のままでよろしいんでしょうかというこ

とが,つですね｡それからもう一つは､基本的にルー

ルづくりといいますと、日本のことだけを考えて

いたんじゃまずいと思うんですね。そういう意味

で･世界を考えて、どうしたらいいかというような

教育、その辺のところが、ちょっと日本は今不足

しているんじゃないかなという感じがございます

けれども、交渉等、あるいはルールづくりをやっ

てこられて、その辺のところについてのご意見を

聞かせていただければと思います。

堀江最初のご質問ですけれども、２１世紀に向

けて新しい体制を構築できるかどうかの試金石だ

という部分のご質問ですけれども、まさに世界経

済というものがグローパリゼーションによってい
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ろいろな新しい局面が出てきているということと

の関連で､今の貿易体制というものが1つの試練を

受けている状況だと。しかも、それが貿易収支、

経常収支にしても今までよりも不均衡というもの

が一部の国に特に色濃く出てきているというふう

な背景との関連で、やはり各国とも新しい体制と

いうのをつくっていかなければいかんのじやない

かということにあるわけです。新しい体制といい

ますのは、ご説明申し上げたことのちょっと繰り

返しになるかもしれませんけれども､1つにはＴＲＩＰ

を初めとする新分野について新しいルールづくり

というものができなければ今までの言ってみれば、

関税引き下げというのはほとんど極限にまで推し

進められてきていて、これ以上関税を取っ払おう

という部分ももちろんございますけれども、そこ

の辺が限界に来ている。その辺の限界に来ている

という状況と、片や新分野というものが貿易に及

ぼす影響というものが非常に大きくなってきてい

るということで、その分野にやっていかなければ

いけない。

最初のご質問の後段の部分ですけれども、ラウ

ンドが失敗したときどうするかということについ

ては、我々としてはこれは失敗させてはいかんの

だというのが大前提で、とにかく失敗させない格

好でやっていこうというのでやっているわけでご

ざいますけれども、それで最大限努力を尽くして

到達できるもので､とにかくガット体制を強化し、

新しい体制を築いていこうじゃないかということ

になるわけです。

ちょっと話は飛ぶかもしれませんけれども、私

自身、ＯＥＣＤを担当しておりまして、またガット

の交渉をやってきたということで、今後の２１世紀

に向けての貿易体制を考えるときにガットという

ものとＯＥＣＤというものをどういうふうに考えて

いったらいいのかなという議論がございまして、

一部の論者はガットというところが、南の国が非

常に多くて、一つの交渉をやろうとしても北と南

とのスタンスがあまりにも違うがゆえに交渉がは

かばかしくない。やはりこういう部分を何とかし

ていかなければいかんのじやないかということで、

OECDというものが先進国24カ国の協議体である

ということで、ＯＥＣＤを中心にして物事を考えて

２０

いこうではないかということを言っております。

確かにＯＥＣＤの中でもそういう点からもＯＥＣＤの

役割というものを十分に考えていかなければいか

ん。

我々もそういう意識を持っておりまして､1つの

話なんですが、この新分野を国際機関二課が担当

しているということになった経緯としても、実は

TRIP、サービス、TRIMs、こういう3つの新しい

分野というのはＯＥＣＤが先駆けて研究しておった

分野なんです。したがって、もともとこういう分

野というのは国際機関二課がずっとやっておって、

そうこうしているうちにガットのウルグアイ。ラ

ウンドでそういう部分もガットに取り込んでいか

なければいけない、新しい貿易体制を考えるとき

には新分野を含んだ体制にしていかなければいけ

ないんだということでウルグアイ・ラウンドの交

渉が始まった。したがって、そういう経緯もあっ

て､私どもがＴＲＩＰをやっておるわけなんですが、

申し上げたかったことは、ＯＥＣＤというところは

まさに先駆的な役割を果たすという部分が非常に

評価されているわけでありますけれども、ここに

挙がっております15分野以外にもやはり新しい部

分でのもっとやらなければ国際的な経済貿易体制

というものがうまく機能していかない部分がある。

例えば話がまた逸れますけれども、内国民待遇

という話がございまして、これは諸外国の外資系

の企業というものが日本に入ってきたときに、日

本の国内企業と全く同等に扱おうではないかとい

う話がございます。これもＯＥＣＤで過去数年間に

わたってずっと交渉を続けてきております。こう

いう分野もＯＥＣＤというものが､ガットではなく、

先進国24カ国の間でそういう分野についての議論

を進めてきている。そういう意味で２１世紀を見渡

したときにガットというものもこれも大変重要で

あって、開発途上国を含めない貿易体制というの

はあり得ない話であって、それはガットにおいて

議論も進めていかなければならない。他方、一部

にある、南も北も一緒だとなかなか議論がはかど

らないというふうな観点からしますと、ＯＥＣＤに

おいてそういう幾分ともホモジニアスな国が集まっ

ている間で議論をして、そこで議論を深めて、そ

れをできればガットのほうにも反映してもらうと

ー、
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いうふうな格好というのが1つのあり方かなと｡個

人的な見解ですけど、そういうことも考えたりし

ているわけです。

そういう意味では、ウルグアイ・ラウンドとい

うものが失敗したら、これはまさに保護主義の台

頭というものを許してしまうような世の中にしか

ならないかもわからない。あるいはアメリカの一

方的措置と｡301条に象徴されるような部分を結局

は事後的にも認めざるを得ない格好になるかもわ

からない。そういう意味で我々が厳大限努力して

いるのは、そういう一方的措侭というものを排除

するためにもこのウルグアイ。ラウンドというも

のを成功させなければいけないということで努力

してきているわけでございます。

それから、後段の教育の問題というのは大変重

要な問題でして、私のような者がとやかくなかな

か言えないような部分が大変あるわけでございま

すけれども、ご指摘のとおり、私自身もやはり人

材育成というものは、科学技術分野のみならず日

本がイニシアチブを持って今後いろいろな場でい

ろいろなことを提案していくためにはいろいろな

格好での幅広い物の見方のできるような大学教育

といいますか、それまでの教育も含めて充実して

いく必要があるんだろうという気はしております。

ただ、最近非常に感じますのは、やはり官庁を

とりましても、あるときまではほとんど国際会議

で外国語を操れて、国際的な発言をするというの

は口はばつたいですけど、外務省が中心になって

やってきたわけでございますけれども、最近は非

常に有能な人材が－有能な人材というのはもち

ろん各省にももともとあったんですけれども、言

葉の面から見ても十分に国際的に役に立つという

か、非常に高いレベルの方々が輩出してきておら

れますし、そういう意味でも外務省としても非常

に心強い部分があるわけですけれども、そういう

意味で、語学、技術、いろいろな分野において教

育の持つ意味というのは非常に重要なものがある

のではないかなというふうに思っております。

質問それに関連しまして、口本で弁理士の資

格を持っている方が3,000人ぐらいですか｡アメリ

カでおそらく何万人というような数がおりますし、

弁護士につきまして言いますと、日本でおそらく

何万人でしょうかね。それに対してアメリカは１０

万人ですね。そういう意味での知的財産権等に絡

めて人材の育成とか、ある意味では非常に狭い範

囲でしか資格を認めないというような制度ですか、

そういうものをほんとうに考え直していかなけれ

ばいけないんじゃないかなという感じがします。

特に弁理士につきましては、アメリカでは理科系

の大学を出た上に初等スクールの特許弁理士とい

う形で資格を取るようになっていますし、試験そ

のものも難しさとか何かということもあろうと思

いますけれども、どうもそういう点では日本の制

度はまだまだいろいろ根本的に考えていかなきゃ

ならないんじゃないかなというような感じがちょっ

としますね。コメントということでございます。

質問今お話になったことと､先ほどお話になっ

た、２点ありましたね。１点はおっしゃるように、

新分野というのが世界貿易拡大には絶対これをや

らなきゃいかんと､私もそう思っているわけです。

一応、ミニマムスタンダードができた場合に、ア

メリカのスーパー301条の中のスペシャル301条と

関税法337条はガット違反ですね｡あれはアメリカ

はできたら撤回するというふうに見ていいのかど

うか。それの感触が1点と。

それから、途上国に対して、前、外務省の国際

機関第二課のほうから知的所有権クラブ的なもの

でもつくって、途上国自身がガットの、イエスと

言えば、ある程度先ほどおっしゃった猶予期間を

置いて、猶予期間にできるだけの経済援助その他

をしながら立ち上げることを優先的にやるという

ことを日本が提案されたように覚えているんです

が、それがその後どういうふうになっておるのか

どうか｡この2点をちょっとお伺いしたいんですが

Ｏ

堀江最初の点につきましてはご指摘のとお'〕、

337についてはガットでＥＣのほうから提訴があり

まして、クロだという裁定が出たわけでございま

す。これは去年でしたか。それまでアメリカが裁

定は出たんだけれども、それを受け入れて国内法

を改正するというところまでは行っていなかった

んですが、ある時点で採択については反対はしな

いということで採択されました。その後、337条に

ついては国内法を改正するということで、案が出
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てまいりまして、それについて、今、各国のコメ

ントも紹介した上で、検討中の状況ではなかった

かなと思います。

これは一つにはＴＲＩＰ交渉をやっていく過程に

おいて、我々もあれは問題だと。特にあれは水際

措置ということとの関係で、ちょっと余談になり

ますけれども、例えば我が国も大蔵省が関税定率

法というもので、今までは税関における不正商品

についてはあくまでも税関庁の裁堂でしか廃棄没

収することができなかったということなんですけ

れども、それを見直す、改正しようということで、

一応、決断が出ておりまして、権利者の輸入差し

とめ申請権というものを、申請というものを認め

ようという方向で改正することになったわけでご

ざいますけれども、我が国としてもそういう努力

をしているんだということとの関連もあって、ア

メリカとしてもそれは改正すべきだということを

ほかの国々とともに攻撃してきたわけでございま

す。そういうこともあって、アメリカがそれを直

すということになっております。

301条のほうについては､明示の規定が設けられ

るかどうかは別として、そういう一方的な措置と

いうものをとらないということを前提にしてこの

ＴＲＩＰ交渉をやるんだということはほぼコンセンサ

スというものができてきております。そういう意

味で、やはりそれにかわるものというか、あれは

基本的に認めていないというスタンスではありま

すけれども、そういうことになると思います。

それから、後者のほうにつきましては、実は途

上国のクラブのようなものをつくって云々という

のはある時点でアイデアとしてはあり、今もある

んだろうと思いますけれども、実際に我がほうが

２年前、あるいは去年からいろいろな正式の提案

をしているものの中にはまだ入れておりません。

これは経過措置というのは全体の戦略といいます

か、ＬＤＣとの関係における戦術といいますか、や

はり本来あるべきTRIP､知的所有権についての保

護というミニマムスタンダードのようなものをつ

くる必要がある。それを先に議論して、ある段階

ではもちろん、いろいろな特別の配慮というのを

考えてはいく必要があるんだけれども、現段階で

はこうしましょうという格好でのものは、具体的

２２

なものはまだ言っておりませんで、今言っており

ますのは、経過措演は認めることにしましょう、

それから、技術協力のようなものも認めていいで

すよ、ただ、完全なトゥー・ティア・システムと

いいますか、未来永劫にあなた方は特別ですね、

我々は違うんですねという２つの別のクラブをつ

くるというのは、これはいかん。ある程度の期間

一それが何年かは言わないけれども、いずれ決

めなければいけないんですけれども、ある一定期

間たった段階では完全に我々と同じ格好になる必

要があるんだというところにとどめております◎

司会ほかにございますでしょうか。

時間も7時ちょっとございますけれども、もう一

方……。

質問私は計算機のプログラムの問題に興味が

あるんですが、先ほどエクスプレッションとアイ

デアで区分けをして云々という話がありましたが、

文学作品なんかの場合でも翻訳をした場合、アイ

デアは共通ですが、エクスプレッションは言語が

違えば違ってくるわけですね。それに相当するよ

うなことがコンピュータのプログラムについては

極めて容易に、そして多様な姿で起こり得ると思

うんです。それをどう区別するかという技巧上の

問題もありますけれども、同時に、アイデアとい

うものをほんとうに本質的なもの、つまり、翻訳

によって変わらない部分というふうにつかまえる

としますと、ある種の問題についての解法の細部

にわたる全体を保護するというようなことにもな

るのではないかと思うんですね。

つい数年前にアメリカである種の数理的な問題

についての解法に特許が認められたというので大

騒ぎになったことがありますが、そういうような

点がこの知的所有権問題の論議の中ではどんなふ

うにあらわれているんでしょうか。

堀江ご質問の翻訳の部分につきましては、私

自身、正直申し上げまして、不勉強でして、翻訳

というものがどういう格好で今のエクスプレッショ

ンとアイデアというものの線引きの部分にかかわっ

てくるのかというのは確たる自信あるお答えがで

きないんですが、おっしゃられた解法というもの

についてアメリカの国内において、数理的なあれ

でしたか、認められた判例が出たというふうなこ

炉醇弱

＝、
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とがあったんですね。という背景がまさにあって、

我々の憶測するところではアメリカがアルゴリズ

ムは除外していいですということに即オーケーし

たくない部分がある。したがって、我がほうは逆

に、そういう数理的な解法の部分についてまでア

メリカで実際に保護の対象になっている部分もあ

るので､したがって､ＴＲＩＰの分野では明確にそこ

は外しておきたい。したがって、そこは明示に外

すべきなんだという主張をしているわけなんです。

したがって、まさにご指摘の解法の部分が明示

的にＴＲＩＰ協定の中に規定されるかどうかという

のはまだ予断を許さないところがあるかと思いま

す。これは我がほうの主張が通れば、それもアル

ゴリズムは保護の対象から外しますということが

明示に出てきますので、アメリカの国内で今まで

どういう判例が出ていようとも明確になってくる

ということが言えるかと思いますけれども、仮に

そこのところが明示には規定されなかったという

ことになりますと、もとに戻って、表現というも

のの中にそれが入るのか入らないのか、アイデア

のほうに入るのか入らないのかということが各国

の考え方の違いというものがある意味では持ち越

されたままになる危険性というのはあるかと思い

ます。したがって、そこがまさにコンピュータプ

ログラムの部分についての1つの大きな残された問

題であるという状況でございます。

司会まだご質問もおありかと思いますが、時

間も予定を超過いたしておりますので、この辺で

終わらせていただきます。本日は近々デンマーク

のほうに行かなければならない直前の大変お忙し

いときにお願いいたしましたが、快くお引き受け

いただきました。ガット、あるいはウルグアイ・

ラウンド､ＴＲＩＰ交渉の知的所有権の国際的な現状

と展望についてお話しいただきました。我々、大

変得るところが大きかったと思います。皆さんと

一緒に拍手をもってお礼を申し上げたいと思いま

す。どうもありがとうございました。

(拍手）
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